
大府商工会議所記帳継続指導事務に関する規約 

 

平成１４年５月３０日 

規  約  第 ６ 号 

 

（趣  旨） 

第１条 この規約は、大府商工会議所（以下「商工会議所」という。）定款第７条第１

３号及び第７０条の規定により、地区内商工業者の依頼を受けて行う記帳継続指導

事務を処理する方法並びに指導料に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（対 象 者） 

第２条 この規約に基づいて行う記帳継続指導事務の対象者は次の各号に該当する者

でなければならない。ただし、指導期間中に対象者がこれらの各号に該当しなくな

った場合は、この限りではない。 

（１） 常時使用する従業員（家族、臨時、短時間就労従業員を除く）が、工業にお

いては２０人以下、商業・サービス業においては５人以下の青色申告者 

（２） 税理士の関与を受けていない者 

 

（記帳継続指導事務の範囲） 

第３条 記帳継続指導事務の範囲は、記帳機械化、記帳代行、記帳継続指導とし、依頼

者は、日々の取引の原始記録を作成整理して、毎月１０日までに商工会議所に提出

する。 

 ２．商工会議所は、依頼者の提出した原始記録の範囲において、その責任を負う。 

 ３．商工会議所は、記帳機械化処理の場合、つぎの帳票を作成して依頼者に渡し、指

導を行う。 

  月  次  総勘定元帳、残高試算表、総合推移損益計算書（月別前期対比）、 

総合推移製造原価報告書（月別前期対比） 

  期  末  総期末整理表、精算表、損益計算書・貸借対照表、所得税青色決算書、 

製造・完成工事原価計算報告書、消費税関係内訳累計表 

 ４．記帳機械化処理で使用する専用伝票用紙等及びその他依頼者が必要とする消耗品

は、一括商工会議所で斡旋するが、原則として依頼者の負担とする。 

 

（事務依頼手続） 

第４条 依頼者は、記帳継続指導事務を商工会議所に依頼しようとするときは、別に定

める事務依頼申込書を商工会議所に提出し、会頭の承認を得なければならない。 

 

（指導期間単位）  

第５条 記帳継続指導の期間は、毎年４月１日より翌年３月３１日までの１年間とする。 

 



（事務指導料） 

第６条 商工会議所は記帳事務に必要な経費にあてるため、別表により指導料を徴収す

る。 

 ２．納入時期は、４月分から９月分を６月に、１０月分から翌年３月分を１２月に一

括納入する。 

 ３．記帳指導期間の中途での依頼及び解約についての指導料計算は、指導処理月数で

徴収並びに返還を行う。 

 ４．指導料納入後の解約による未経過事務指導料は年度末に還付処理する。 

 

（事務依頼の解約） 

第７条 依頼者がつぎの各号に該当した場合、商工会議所は指導を解除することができ

る。 

（１）規約第３条に定める原始記録の提出指定日を３月以上遅滞した者 

 （２）事務指導料の納付を６月以上怠った者 

 （３）依頼内容において不正処理がなされ、指導に基づく是正が行われない者 

 

（事務依頼の更新） 

第８条 記帳継続指導及び記帳代行の更新は１年毎とし、別に定める事務依頼申込書に

より行い更新は２回３年を限度とする。 

 ２．記帳機械化事務は更新を必要とせず依頼先より特に申出のない限り、毎年自動更

新しその期限を定めない。 

 

（秘密を守る義務） 

第９条 商工会議所は、依頼者の記帳事務により知り得た秘密を守る義務を負う。 

 

（税理士等の委嘱） 

第１０条 商工会議所は、依頼者の税務書類の作成並びに税務代理申告等に関する税務

相談については、税理士業務を行うことができる者を委嘱して行う。 

 

（そ の 他） 

第１１条 この規約に定めるものの他、必要な事項はその都度常議員会の同意を得て会

頭が定める。 

 

附   則 

 この規約は、平成１４年５月３０日から施行する。 

附   則 

 別表（第６条第１項関係）の一部改正は、平成２７年５月２７日から施行し、平成 

 ２７年４月１日から適用する。 



附  則 

この規約別表(第６条第１項関係)の一部改正は、平成３０年４月１日から実施する。 

                  附  則 

別表（第６条第１項関係）の一部改正は、令和５年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第６条第１項関係） 

 

 

                

記帳事務指導料表   

 

 

区  分 指導料額（消費税・地方消費税相当額は別途） 納入時期 

１．記帳機械化 

 

本会議所の記帳機械化システム使用による 

  指導料 

月  額     ６，０００円 

 

 

 

別に決算指導料  

      個人企業     １０，０００円 

        法人企業     ２０，０００円 

 

消 費 税      ５，０００円 

 

６ 月 

 

 

１２月 

(決算期を含む) 

 

 

２．記帳継続指導   

３．決算指導 

     個人企業    １０，０００円 

 

     法人企業    ２０，０００円 

１２月 

                                                   

                                                     令和５年４月１日から実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


